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はじめに 

 

 

研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経済への還元等

を図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な活動であり、このため、経

済産業省では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２８年１２月２１日、内閣総理大臣

決定）等に沿った適切な評価を実施すべく「経済産業省研究開発評価指針」（令和７年４月改正）

を定め、これに基づいて研究開発の評価を実施している。 

 

経済産業省において実施している「ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業（量子コ

ンピュータの産業化に向けた開発の加速事業）」は、ポスト５Ｇ情報通信システムにおいて、量子

コンピュータの産業化に向けた各方式での量子コンピュータシステム、部素材ならびにミドルウェ

アの開発等に取り組むため、２０２５年度より実施しているものである。 

 

本書は、産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 イノベーション小委員会 評価ワーキン

ググループ（座長：鈴木 潤 政策研究大学院大学 名誉教授／客員教授）において、経済産業省研

究開発評価指針に基づく標準的評価項目・評価基準を踏まえ、本事業に係る意義・アウトカム（社

会実装）達成までの道筋、目標及び達成状況、マネジメントの妥当性について審議され、了承され

た評価結果を取りまとめたものである。 
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【事業情報】 

事業名 

予算事業 ID：020955 

ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業（量子コンピュータの産業化に向

けた開発の加速事業） 

担当部署 経済産業省 イノベーション・環境局 イノベーション政策課 

事業期間 

2025 年度 ～ 2027 年度 

評価時期：事前（2019 年度及び 2021 年度）、中間（2022 年度）ポスト５Ｇ情報通信

システム基盤強化研究開発事業として実施。 

中間（2026 年度）、終了時（2028 年度） 

予算額 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 総額 

 (予算) 495 億円 772 億円 - - 1267 億円 

 (執行) 0 億円 441 億円 - - 441 億円 

上位施策及

び KPI 

量子技術イノベーション戦略（令和２年１月 21 日統合イノベーション戦略推進会議

決定） 

量子未来社会ビジョン（令和４年４月 22 日統合イノベーション戦略推進会議決定） 

量子未来産業創出戦略（令和５年４月 14 日統合イノベーション戦略推進会議決定） 

量子産業の創出・発展に向けた推進方策（令和６年４月９日量子技術イノベーション

会議より報告） 

量子エコシステム構築に向けた推進方策（令和７年５月 30 日量子技術イノベーショ

ン会議より報告） 

【上位施策】 

産構審の政策テーマ３「イノベーション政策の推進並びに産業標準の整備及び普及」

と関連 

事業目的 量子コンピュータは従来技術では不可能な計算問題を解決でき、産業革命を起こし得

るものであり、ポスト５Ｇに対応した情報通信システム（以下、「ポスト５Ｇ情報通

信システム」）においても重要となる新規の計算基盤技術である。世界各国で政府が

量子コンピュータに関する大型投資を進めていることに加え、誤り訂正技術の向上等

の画期的な発表やスタートアップの創業が相次ぐなど、産業化に向けた動きが加速し

ている。そこで本事業では、各種方式の量子コンピュータシステムの民間による開

発、国内企業が強みを持つ部素材やミドルウェア開発、人材育成等への重点支援を実

施し、これらの開発を加速させる。これにより、世界に先駆けて量子コンピュータの

産業化を実現するとともに、「量子未来社会ビジョン」（令和４年４月 22 日統合イノ

ベーション戦略推進会議決定）に掲げられている、令和 12 年（2030 年）に「国内の

量子技術利用者 1,000 万人」、「量子技術による生産額 50 兆円規模」、「ユニコーンベ

ンチャー企業を創出」の実現にも貢献することを目的とする。 
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事業内容 本事業では、ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業（１）ポスト５Ｇ情

報通信システムの開発（委託・補助）において、量子コンピュータの産業化に向けた

各方式での量子コンピュータシステム、部素材ならびにミドルウェアの開発等に関す

る支援を実施する。 

 

研究開発項目①：産業化に向けた量子コンピュータシステムに関する技術開発 

研究開発項目②：産業化に向けた量子コンピュータの部素材の高度化に関する技術開 

        発 

研究開発項目③：量子コンピュータの産業化のためのミドルウェア開発 

研究開発項目④：量子コンピュータの産業化にかかる人材育成 

 

アウトカム指標 アウトカム目標／目標値 達成状況 

短期目標 

2025 年度 

技術開発が当初の

計画通りまたはそ

れを超えて進捗し

ている課題数の割

合 

技術開発の実施 【25 年度末：

50％】 

○（遅延・中止等なし） 

国際競争力を有す

るもしくは競合国

と同程度と合理的

に認められた研究

開発項目数 

国際競争力を有する（競合国と同程

度を含む）研究開発の実施 

- 

開発した手法や特

許出願数 

特許出願等 - 

プロジェクト実施

者による、自己負

担額の総和 

民間投資の誘発 【125 億】 ○（140 億円超の見込み） 

長期目標 

2030 年度 

各技術開発テーマ

において開発した

技術の事業化等を

達成した課題数

（累計） 

技術開発成果の上市等 【目標値検

討中】 

- 

標準化に基づく製

品数等 

規格化・標準化成果の活用 【目標

値検討中】 

- 

プロジェクト実施

者による、プロジ

ェクト期間中の関

連投資額の総和 

民間投資の拡大 【目標値検討中】 - 
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アウトプット指標 アウトプット目標／目標値 達成状況 

中間目標 

2027 年度 

テーマごとに設定

した最終目標の達

成に向けた中間目

標を達成するこ

と。 

テーマごとに設定した最終目標につ

いては、ポスト 5G 基金事業の研究

開発計画（23～29 頁）の記載に則

り設定。その上で、中間目標につい

ては、各テーマ事業者ごとに提案時

に設定されており、非公開情報とな

っている。 

- 

最終目標 

2030 年度 

量子コンピュータ

の方式毎の開発目

標（例.10,000 ビ

ット超級の超電導

量子コンピュータ

の開発）の達成、

およびそれを達成

可能とする構成要

素・周辺技術の開

発。 

テーマごとに設定した最終目標につ

いては、ポスト 5G 基金事業の研究

開発計画（23～29 頁）の記載に則

り設定。 

- 

マネジメント 

■ステージゲート審査（外部）： 2026 年度末実施予定。 

 

■採択課題の進捗管理 

・全ての採択案件に対し、NEDO が進捗管理を⾏い、毎年実績報告書の提出（※委託

事業の場合は中間年報（成果報告書）も提出）を求める。 

・研究開発推進委員会や報告会の開催、ヒアリング（個別課題ごとの面談）、サイト

ビジット（研究実施場所における実際の研究状況の確認）等を通じて、進捗状況の確

認と目標達成に向けたアクションプランの検討を行う。 

・進捗状況やステージゲート審査の結果などにより、事業計画の⾒直しや中⽌（早期

終了）等を⾏うことがある。 

 

■中間評価・終了時評価等 

・情勢の変化や進捗状況等を把握し、事業の計画変更の要否確認、予算等の資源配分

の意思決定を行うために、中間評価を 3 年程度ごとに実施する。 

・評価結果によっては、事業計画の⾒直しや中⽌（早期終了）等を⾏うことがある。 

・目標の達成状況や成果、目標設定や工程表の妥当性等を把握し、後継事業の発展へ

活用するため、さらには最終的な目標である社会実装に向けた取り組みに繋げるた

め、事業終了時に終了時評価を実施する。 
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■成果報告会等での発表 

・本事業の成果報告の⼀環として、NEDO が主催する公開又は非公開の成果報告会等

での発表を求めることがある。 

プロジェクトリーダー等 未定 ※今後任命予定 

実施体制 

METI ⇒［委託/補助］国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）⇒ 下記 

研究開発項目①  ［1/2 補助］１件 

・富士通株式会社 

［2/3 補助］３件 

・株式会社 Yaqumo 

・株式会社クエラコンピューティングジャパン 

・OptQC 株式会社 

研究開発項目② ［2/3 補助］ 

・キーコム株式会社 

・株式会社フジクラ、株式会社東芝 

・浜松ホトニクス株式会社 

・株式会社 Nanofiber Quantum Technologies 

・三菱電機株式会社、LQUOM 株式会社 

・日本ガイシ株式会社、株式会社山寿セラミックス、 

株式会社オキサイド、浜松ホトニクス株式会社 

・キュエル株式会社 

［委託*ただし３年目は助成］３件 

・産業技術総合研究所、株式会社東芝、株式会社デバイスラボ、 

京セラ株式会社 

・株式会社 IHI、大陽日酸株式会社、産業技術総合研究所 

・産業技術総合研究所、OptQC 株式会社 

研究開発項目③ ［1/2 補助］１件 

・KDDI 株式会社、株式会社セック 

［2/3 補助］１件 

・株式会社 Jij 

研究開発項目④ ［委託］５件 

・学校法人早稲田大学、株式会社 Quanmatic 

・学校法人沖縄科学技術大学院大学学園 

・国立大学法人大阪大学 

・株式会社 Quemix 

・国立大学法人東京大学、三菱ケミカル株式会社 
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１．評点法による評価結果  

 

 

 

≪判定基準≫ 

A：評価基準に適合し、非常に優れている。 

B：評価基準に適合しているが、より望ましくするための改善点もある。 

C：評価基準に一部適合しておらず、改善が必要である。 

D：評価基準に適合しておらず、抜本的な改善が必要である。 

（注）評点は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算・平均して算出。 

  

評点

委員A 委員B 委員C 委員D 委員E

(1) 本事業の位置づけ・意義 A A A A A 3.0

(2) アウトカム達成までの道筋 B A A A B 2.6

(3) 知的財産・標準化戦略 A A A A B 2.8

(1) アウトカム⽬標及び達成⾒込み B B A A B 2.4

(2) アウトプット⽬標及び達成状況 B A B A B 2.4

(1) 実施体制 B A A A A 2.8

(2) 受益者負担の考え⽅ B A A A A 2.8

(3) 研究開発計画 B A A A B 2.6

評価項⽬・評価基準

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

２．⽬標及び達成状況

３．マネジメント

評価WG委員の評価
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２．評価コメント 

本項では、評価ワーキンググループ委員からのコメントを列記している。 

（１）意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

【肯定的意見】 

 国際標準化活動で一定の成果を上げていることは、肯定的に評価することができる。ただし、国の

どのような支援が国際標準化活動にどのように貢献しているのかを具体的に示してほしい。（鈴木

委員） 

 今後の不確実性を考慮して原理の異なる技術を並行して開発するとともに、それらを支える部素材

技術に日本の優位性を確立する方針は妥当と考えられる。複数の機関がそれぞれ異なる視点で人材

育成に取り組んでいる。国際標準化において日本が WG 主査としてコミットできている。（秋澤委

員） 

 国家戦略上、重要な位置づけを有する事業であり、その成果に大いに期待したい。グローバルな競

争環境の中で、日本のスタンスとして掲げる「研究で勝ち、ビジネスで負けない」という考え方

は、なお慎重な整理を要する面もあるが、その実現に向けた戦略の柱の一つとして高度人材育成が

位置づけられている点は重要である。次世代につながる技術開発を進めるうえで、人材の確保と育

成は不可欠であり、技術発展の基盤となる。一方で、優れた海外機関との協働も、突出した開発環

境を有する諸外国との競争に打ち勝つためには重要な戦略の一つと考えられる。将来的なビジョン

の中に、そのような国際連携の視点を盛り込むことも検討すべきであろう。（竹山委員） 

 技術的に未確定であるが重要性の高い領域に投資していくことは、国の重要な役割であり、今回は

ミドルウェアや人材育成と言ったこれまで支援の足りていないところも領域も対象にしていること

は適切と考える。（浜田委員） 

 本事業は、国家戦略技術領域の一つとして指定され、成長戦略の戦略分野となっている「量子」の

なかでも産業化が期待される量子コンピュータに関する多面的な研究開発を、我が国の産官学の力

を結集して実施するものであり、潜在的な経済的価値が非常に高く、社会問題を解決する技術を実

現することが期待される。（平野委員） 

 

【問題点・改善点・今後への提言】 

 「将来像」として述べられている「利用者 1,000 万人」「生産額 50 兆円」は、理念を述べているに

すぎず、長期アウトカム目標との関係が明らかでない。現在は世界中で様々な方式が提案され競争

状態にあると考えられるが、国が将来重点的に支援する技術の選択を行う時期（例えば長期アウト

カム目標実現時期である 2030 年）が設定されることが望ましい。そして、それまでに技術選択に

必要な情報を明確化させる必要がある。人材育成について、優秀な人材が具体的にどのように育成

され、開発者数の長期アウトカム目標に貢献するのかが明らかでない。現状採択されている 5 テー

マで本当に充分なのか判断できる情報を示してほしい。（鈴木委員） 

 標準化戦略については、主導権争いのみならず、関係各国との連携・協調が重要な鍵となる。今

後、標準化の枠組みに関しては、より十分かつ戦略的な検討が行われることを期待したい。（竹山

委員） 
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 アウトカムとして想定される技術に未知の部分が多いため、「道筋」で管理すべき目標の表現が難

しいところがある。中間報告等、適時報告の中でそれぞれの進捗に応じて、優位性の比較など、具

体的な見通しを示されるよう要望する。 

知財・標準化戦略においても、各テーマの技術水準がどのレベルかで取り組み方は変わってくる。

国際標準化で得た情報を取り入れて議論していただきたい。（浜田委員） 

 大規模な量子コンピュータの実現に向けた方式は現時点で未確定であり、本格的な産業化のために

は多くの技術的なブレークスルーが必要なため、国において実施する意義がある。一方でこのこと

は、アウトカム達成までの道筋を適宜適切に見直す必要があることを意味しており、全体として長

期的な観点から研究開発を実施することが望まれる。（平野委員） 

 

（２）目標及び達成状況 

【肯定的意見】 

 テーマ間交流会など最新の技術動向を共有する場は大変有意義であると思うので、今後もぜひ実施

していただきたい。（浜田委員） 

 アウトカム目標、アウトプット目標共に短期と長期の適切な目標が設定されている。これらのう

ち、2025 年度までの短期目標の数値は達成または達成見込みである。長期の目標は達成の見込みが

ある。（平野委員） 

 

【問題点・改善点・今後への提言】 

 2027 年に実施されるステージゲート審査に向けて、個別テーマが適切な研究開発目標に従って進め

られていることは確認することができた。一方、アウトカムの長期目標については、【目標値検討

中】となっており、妥当性を評価することができない。この点に関しては「後付けの目標」となら

ないよう早急に決定し、公表するべきである。（鈴木委員） 

 海外と比べて部素材の競争力をベンチマークすることも要検討と思われる。 

人材育成についても独立したアウトプット目標・アウトカム目標が必要ではないか。人材に加え

て、育成プログラムの確立が重要である。（秋澤委員） 

 アウトカム目標とその達成への道筋をよく議論いただき、適切なマイルストーンを置いたうえで、

ステップに応じた目標とそれに向けた重点化項目を示していっていただきたい。 

アウトプットについては、それぞれのテーマにおける設定目標の達成となっているが、世の中の技

術の進歩と照らし合わせ、外部有識者の評価などで適切に見直しを行っていただきたい。（浜田委

員） 

 次世代量子コンピュータ実機構築と社会実装を達成するためには、本事業で開発を進める部素材・

ハードウェア・ミドルウェア・人材開発が有機的に連携する必要があり、事業者間の適切な情報共

有と共通目標に向けた協業を促す活動が重要である。（平野委員） 

 

（３）マネジメント 

【肯定的意見】 

 開発計画はよく練られており、ステージゲートにおける評価についても、適切な指標が確立されて



 

９ 
 

いる。（竹山委員） 

 テーマの性質として NEDO の適切な管理に期待する。（浜田委員） 

 本事業は METI と NEDO の適切な連携の下で実施されており、量子コンピュータの産業化を目指す事

業の執行機関として適切である。実施者は、産総研 G-QuAT を中核に産業界と大学の力を結集する

体制となっている。実施者間の連携、実用化・事業化を目指した体制も強化されつつある。指揮命

令系統及び責任体制、研究開発データの利活用・提供、受益者負担、研究開発計画等について特に

問題は見られない。（平野委員） 

 

【問題点・改善点・今後への提言】 

 全てのサブテーマで進捗状況は「計画通り」となっているが、どのような有識者が何を根拠として

適切と判断しているのかはあまり明らかでない。今後予定されるステージゲート審査においてはこ

れらの点を明らかにし、判定の根拠となる主要なエビデンスや懸念事項（あれば）なども説明され

ることが望ましい。（鈴木委員） 

 人材育成に関しては、ステージゲートの設定はなく、3 年間の研究期間内で実施する委託事業とな

っている。しかし、5 機関がそれぞれ個別に推進していることも踏まえると、その戦略の有効性に

ついては、事業推進期間中に適宜検証する必要があるのではないか。（竹山委員） 

 新しい分野であるがゆえに、適宜専門家の知見を入れて、高い水準の研究開発にしていっていただ

きたい。研究開発計画において、次のステージゲートの段階になるのかも知れないが、専門家の知

見に基づく評価も示していただきたい。（浜田委員） 

 本事業の対象は、世界的に苛烈な競争が行われている研究開発分野であり、多額の資金を集めたベ

ンチャー企業がリスクをとった研究開発を進めている例も多く、外部環境の変化のスピードが速

い。そのため、マネジメントについてもスピード感を持った対応が期待される。（平野委員） 

 

３．評価コメントに対する対処方針 

（１） 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

問題点・改善点・今後への提言 対処方針・見解 

 「将来像」として述べられている「利用者

1,000 万人」「生産額 50 兆円」は、理念を述

べているにすぎず、長期アウトカム目標との

関係が明らかでない。 

現在は世界中で様々な方式が提案され競争状

態にあると考えられるが、国が将来重点的に

支援する技術の選択を行う時期（例えば長期

アウトカム目標実現時期である 2030 年）が

設定されることが望ましい。そして、それま

でに技術選択に必要な情報を明確化させる必

要がある。 

人材育成について、優秀な人材が具体的にど

 量子コンピュータは、これから産業化を目指

していく黎明期の段階であり、急速な勢いで

技術開発が進んでいることから、個別テーマ

の具体的な研究開発目標や達成への道筋につ

いては、海外動向や技術の成熟度等も踏ま

え、事業を進める中でアジャイルに設定す

る。また、技術選択に必要な情報や技術の選

択・絞り込みを行う時期についても明確化し

ていく。人材育成についても、目標の設定や

アウトカム達成までの道筋を明確化するとと

もに、プロジェクトリーダーの設置、外部有

識者による進捗確認・助言を頂く場を設ける
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のように育成され、開発者数の長期アウトカ

ム目標に貢献するのかが明らかでない。現状

採択されている 5 テーマで本当に充分なのか

判断できる情報を示してほしい。（鈴木委

員） 

 大規模な量子コンピュータの実現に向けた方

式は現時点で未確定であり、本格的な産業化

のためには多くの技術的なブレークスルーが

必要なため、国において実施する意義があ

る。一方でこのことは、アウトカム達成まで

の道筋を適宜適切に見直す必要があることを

意味しており、全体として長期的な観点から

研究開発を実施することが望まれる。（平野

委員） 

ことなどを検討する。量子人材については、

専門性が高く、世界中で不足していることか

ら、早急に国内の育成基盤を整備していく。 

 標準化戦略については、主導権争いのみなら

ず、関係各国との連携・協調が重要な鍵とな

る。今後、標準化の枠組みに関しては、より

十分かつ戦略的な検討が行われることを期待

したい。（竹山委員） 

 アウトカムとして想定される技術に未知の部

分が多いため、「道筋」で管理すべき目標の

表現が難しいところがある。中間報告等、適

時報告の中でそれぞれの進捗に応じて、優位

性の比較など、具体的な見通しを示されるよ

う要望する。 

知財・標準化戦略においても、各テーマの技

術水準がどのレベルかで取り組み方は変わっ

てくる。国際標準化で得た情報を取り入れて

議論していただきたい。（浜田委員） 

 量子コンピュータの構成要素のどの部分を競

争領域・協調領域とするかを明確化するとと

もに、急速に変化する情勢を踏まえて標準化

戦略を検討していく。日本が強いとされる部

素材開発などでサプライチェーン上のチョー

クポイントを確保しつつ、協調領域について

は「IEC/ISO JTC3（量子技術）」などの枠組

みの中で同志国とも連携しながら研究開発を

進めていく。 

 

（２）目標及び達成状況 

問題点・改善点・今後への提言 対処方針・見解 

 2027 年に実施されるステージゲート審査に

向けて、個別テーマが適切な研究開発目標に

従って進められていることは確認することが

できた。一方、アウトカムの長期目標につい

ては、【目標値検討中】となっており、妥当

性を評価することができない。この点に関し

 量子コンピュータは、これから産業化を目指

していく黎明期の段階であり、急速な勢いで

技術開発が進んでいることから、個別テーマ

の具体的な研究開発目標や達成への道筋につ

いては、事業を進める中でアジャイルに設定

する。 
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ては「後付けの目標」とならないよう早急に

決定し、公表するべきである。（鈴木委員） 

 アウトカム目標とその達成への道筋をよく議

論いただき、適切なマイルストーンを置いた

うえで、ステップに応じた目標とそれに向け

た重点化項目を示していっていただきたい。 

アウトプットについては、それぞれのテーマ

における設定目標の達成となっているが、世

の中の技術の進歩と照らし合わせ、外部有識

者の評価などで適切に見直しを行っていただ

きたい。（浜田委員） 

 海外と比べて部素材の競争力をベンチマーク

することも要検討と思われる。 

人材育成についても独立したアウトプット目

標・アウトカム目標が必要ではないか。人材

に加えて、育成プログラムの確立が重要であ

る。（秋澤委員） 

 海外と比較できる指標や人材育成の目標につ

いては、今後設定することを検討する。 

育成プログラムの確立については、R7 補正

予算事業の中で取り組む予定である。 

 次世代量子コンピュータ実機構築と社会実装

を達成するためには、本事業で開発を進める

部素材・ハードウェア・ミドルウェア・人材

開発が有機的に連携する必要があり、事業者

間の適切な情報共有と共通目標に向けた協業

を促す活動が重要である。（平野委員） 

 テーマ間交流会などのイベントを通じて関係

者の連携強化を促すとともに、協調領域につ

いては事業者間で情報交換する場を設定する

等の施策を検討する。 

 

（３）マネジメント 

問題点・改善点・今後への提言 対処方針・見解 

 全てのサブテーマで進捗状況は「計画通り」

となっているが、どのような有識者が何を根

拠として適切と判断しているのかはあまり明

らかでない。今後予定されるステージゲート

審査においてはこれらの点を明らかにし、判

定の根拠となる主要なエビデンスや懸念事項

（あれば）なども説明されることが望まし

い。（鈴木委員） 

 新しい分野であるがゆえに、適宜専門家の知

見を入れて、高い水準の研究開発にしていっ

ていただきたい。研究開発計画において、次

のステージゲートの段階になるのかも知れな

 今後、分野ごとにプロジェクトリーダーを設

置することや、外部有識者による進捗確認・

助言を頂く場を設けることなどを検討する。 
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いが、専門家の知見に基づく評価も示してい

ただきたい。（浜田委員） 

 人材育成に関しては、ステージゲートの設定

はなく、3 年間の研究期間内で実施する委託

事業となっている。しかし、5 機関がそれぞ

れ個別に推進していることも踏まえると、そ

の戦略の有効性については、事業推進期間中

に適宜検証する必要があるのではないか。

（竹山委員） 

 人材育成についても、目標を設定することや

プロジェクトリーダーの設置、外部有識者に

よる進捗確認・助言を頂く場を設けることな

どを検討する。量子人材については、専門性

が高く、世界中で不足していることから、早

急に国内の育成基盤を整備していく。 

 本事業の対象は、世界的に苛烈な競争が行わ

れている研究開発分野であり、多額の資金を

集めたベンチャー企業がリスクをとった研究

開発を進めている例も多く、外部環境の変化

のスピードが速い。そのため、マネジメント

についてもスピード感を持った対応が期待さ

れる。（平野委員） 

 引き続き海外動向にも注視しつつ、業界関係

者ともこまめに情報交換しながら、事業を進

めていく。外部環境の変化に応じて、目標や

体制などは適宜見直すこととする。 
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第２章 評価対象事業に係る資料 



ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業
（量⼦コンピュータの産業化に向けた開発の加速事業)

中間評価
評価⽤資料

イノベーション・環境局 イノベーション政策課

事業基本情報

1



2

ポスト５G事業の全体像
評価項目１

 2020年から始まった５Gは、通信速度の向上だけではなく、超低遅延・多数同時接続の機能も追加されると⾒込まれており、これらの機
能が強化された「ポスト５G」は、スマート工場や自動運転等の産業⽤途のほか、遠隔医療や減災・ 防災等、地域の社会課題の解決にも
つながる。

 ポスト５G時代では、量⼦コンピュータやスパコン、ロボット等を各種ネットワークでつなぎ、大規模なシミュレーションや個別の端末等
における情報処理を最適化する。

 これらの実現のためには、基盤となる最先端半導体およびシステムとしての量⼦やスパコン、ロボット、そしてそれらを統合管理するソ
フトウェアや通信システムが必要であり、これらを統合的に開発し、社会実装していかねばならない。

 こうした社会基盤整備は幅広い産業や国家サービスの生産性を向上させるものであり、経済成⻑に不可⽋な要素。

研究開発項目
① ポスト５G情報通信システム開発
(a)コアネットワーク
(b)伝送路
(c)基地局
(d)MEC
(e)端末
(f)超分散コンピューティング
(g)計算基盤

(g-5)量⼦コンピュータの産業化
に向けた開発の加速事業

② 先端半導体製造技術の開発
③ 先導研究
④ 人材育成

本事業の対象領域

3

事業基本情報
【予算事業ID 020955】ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業(量子コンピュータの
産業化に向けた開発の加速事業)事業名

2025年度〜 2027年度
評価時期：事前評価（2019年度及び2021年度）、中間評価（2022年度）ポスト５G情報通信シ
ステム基盤強化研究開発事業として実施。

中間評価（2026年）、終了時評価（2028年度）
事業期間

総額2027年度2026年度2025年度2024年度予算額
1267億円──772億円495億円（予算）
441億円──441億円0億円（実績）

経済産業省 → 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）（委託、補
助1/2 or 2/3） → ⺠間企業、国立研究開発法人、⼤学等実施体制

基本情報

採択決定までのスケジュール
2025年1月31日（金）公募予告
2025年3月26日（水）本公募開始
2025年4月24日（木）本公募〆
2025年6月6日（金）〜13日（金）採択審査委員会
人材：2025年7月4日（金）
ハード・部素材・ミドルウェア：2025年7月31日（木）

採択決定
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事業基本情報
事業目的：
量子コンピュータは従来技術では不可能な計算問題を解決でき、産業革命を起こし得るものであ
り、ポスト５Ｇに対応した情報通信システム（以下、「ポスト５Ｇ情報通信システム」）におい
ても重要となる新規の計算基盤技術である。世界各国で政府が量子コンピュータに関する⼤型投
資を進めていることに加え、誤り訂正技術の向上等の画期的な発表やスタートアップの創業が相
次ぐなど、産業化に向けた動きが加速している。そこで本事業では、各種方式の量子コンピュー
タシステムの⺠間による開発、国内企業が強みを持つ部素材やミドルウェア開発、人材育成等へ
の重点支援を実施し、これらの開発を加速させる。これにより、世界に先駆けて量子コンピュー
タの産業化を実現するとともに、「量子未来社会ビジョン」（令和４年４月22日統合イノベー
ション戦略推進会議決定）に掲げられている、令和12年（2030年）に「国内の量子技術利用者
1,000万人」、「量子技術による生産額50兆円規模」、「ユニコーンベンチャー企業を創出」の
実現にも貢献することを目的とする。

事業概要：
本事業では、ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業（１）ポスト５Ｇ情報通信シス
テムの開発（委託・補助）において、量子コンピュータの産業化に向けた各方式での量子コン
ピュータシステム、部素材ならびにミドルウェアの開発等に関する支援を実施する。

プログラム評価との関連：
なお、本事業は産構審の政策テーマ３「イノベーション政策の推進並びに産業標準の整備及び普
及」と関連している。

事業目的
事業概要

等

基本情報
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事業基本情報 基本情報

(g5)量⼦コンピュータの産業化に向けた開発の加速事業
• 複数⽅式の量⼦コンピュータの開発が世界で進む中、どれがいち早く実⽤化されるか分から

ないことも踏まえ、⺠間企業に対する次世代の量⼦コンピュータの開発補助を通じて、方式
を絞らず技術⼒を上げていく。更に、国内プレイヤーが強みを持つ部素材等を重点支援する。

主な事業概要

１．量⼦コンピュータシステム開発
• 現時点で日本企業が強みを持つ方式（①超伝導、②中性原子、③

光）について、⼩型化やエラー訂正能⼒向上などの本質的な研究開発
課題の克服に対する⽀援を⾏う。

超伝導型 中性原⼦型 光型

２．量⼦コンピュータの部素材・ミドルウェア開発
• 国内外の量子コンピュータの企業ニーズや様々な方式の量子コンピュータの研

究開発動向等を踏まえた次世代の部素材開発およびミドルウェア開発を⽀援。
• ハードウェア開発とのシナジーを追求することに加え、①いずれのハードウェアが

勝った場合にでも汎用的に使う可能性が高く、コアとなり得るものであり、かつ
②日本として強みを現時点で有しているものに集中的に⽀援を⾏う。

３．人材育成
• 国内外の企業、大学、研究機関との連携による人材育成プログラムを実施。
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従来のコンピュータとの違い

4回の計算が必要

4回の計算を⼀度
にできる。

1か0
どちらかの値

1と0
を同時に持つ

（重ね合わせ）

量⼦ビット

ビット

計算単位 計算イメージ

従来の
コンピュータ

従来の
コンピュータ

量⼦
コンピュータ

Googleが従来のコンピュータで解くのに1万年を要
する特定の計算を、その10億倍速い200秒で計算

* Nature 24, 461 (2019)

量⼦超越性の実証（2019年）

【参考】量⼦コンピュータとは

7

驚異的な計算能⼒の配送経路最適化、材料・創薬開発、⾦融、エネルギー等の分野への適⽤が期待

新材料・新薬の開発物流、輸送ルートの最適化

 荷量・容積、到着時間、⾞格制限、輸送ルー
ト等のた膨大な組み合わせパターンを瞬時に
計算

 輸送ルートの最適化により、⾞両台数とCO2
の削減、ドライバーの労働環境の改善

 古典コンピュータでは数千年かかってしまう
ような材料の化学計算の大幅な⾼速化が期待。

 特殊機能を持つ新材料や効果的な新薬の設計
に貢献

︓配送先

【参考】量⼦コンピュータが変える社会



評価項目１．意義・アウトカム(社会実装)達成までの道筋
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9

 量子コンピュータは従来技術では不可能な計算問題を解決でき、産業⾰命を起こし得るものであり、ポスト５Ｇに対応した情
報通信システムにおいても重要となる新規の計算基盤技術である。

 世界各国で政府が量子コンピュータに関する大型投資を進めていることに加え、誤り訂正技術の向上等の画期的な発表やス
タートアップの創業が相次ぐなど、産業化に向けた動きが加速している。

 政府としては、著しく進展する量子技術を取り巻く国際状況の中、量子技術の産業化を世界に先駆けて達成し 、 「技術で勝
ち、ビジネスで負けない」ために、「量⼦エコシステム構築に向けた推進⽅策」（以下、推進方策）をまとめている
※ 位置づけ︓2030年目標に向けて“既存３戦略を強化し補完する方策”の報告書。

 R6年度補正P5G基⾦事業では、 推進方策で記載がある項目の内、「重要部素材の国産化・サプライチェーンの強靱化」、
「ハードウェア・ソフトウェアにおける技術開発の推進」を実施している。

１－１－１．目指す将来像・政策的な位置づけ 〜量⼦技術の国家戦略について〜

「重要部素材の国産化・サプライチェーンの強靱化」
「ハードウェア・ソフトウェアにおける技術開発の推進」

・現時点で日本企業が強みを持つ⽅式（①超伝
導、②中性原⼦、③光）について、小型化やエ
ラー訂正能⼒向上などの本質的な研究開発課題
の克服に対する⽀援を⾏う。

・国内外の量子コンピュータの企業ニーズや様々な方
式の量子コンピュータの研究開発動向等を踏まえた次
世代の部素材開発およびミドルウェア開発を⽀援。

R6補正



１－１－１．目指す将来像・政策的な位置づけ  〜国家戦略技術領域としての量⼦の位置付け〜

量⼦技術は
国家戦略技術領域
として指定

10

１－１－１．目指す将来像・政策的な位置づけ  〜高市政権における17の戦略分野〜

https://www.kantei.go.jp/jp/104/actions/202511/04seichyou.html

「危機管理投資」・「成⻑投資」の戦略分野

防災・国土強靱化ＡＩ・半導体

創薬・先端医療造船

フュージョンエネルギー量⼦
マテリアル（重要鉱物・部素材）合成生物学・バイオ

港湾ロジスティクス航空・宇宙
防衛産業デジタル・サイバーセキュリティ
情報通信コンテンツ

海洋フードテック
資源・エネルギー安全保障・ＧＸ

 経済成⻑実現のため、⽇本成⻑戦略本部を設置。

 17項目の戦略分野毎に担当大⾂を指名し、官⺠投資を促進策を策定予定。

 「量⼦」も17の戦略分野として指定されており、さらなる研究開発の加速と拠点機能の強化、
ユースケース創出や人材育成の加速を実施する。

• 量⼦エコシステム構築に向けた推進⽅策に基づき、
量⼦コンピュータ、量⼦暗号通信、量⼦センシン
グの研究開発を加速。

• 量⼦技術イノベーション拠点（QIH）間の共同プ
ロジェクトの実施や、産業技術総合研究所の量
⼦・AI 融合技術ビジネス開発グローバル研究セ
ンター（G-QuAT）や量⼦科学技術研究開発機構
（QST）、情報通信研究機構（NICT）、理化学
研究所の施設・テストベッドの整備を通じて拠点
機能を強化し、国産量⼦コンピュータの開発、量
⼦技術のユースケ－スの創出、社会実装及び人材
育成を加速。

（第１回日本成⻑戦略会議 「総合経済対策に盛り込むべき重点施策」より抜粋）

11
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• 様々な方式が存在し、開発競争が激化。それぞれの方式に実⽤化に向けた技術的ハードルがあり、
決定的な⽅式は未確定。１つの物理的なブレークスルーで状況は⼀変し、１つの⽅式に絞ること⾃体がリスク。

• R6補正事業公募時点において、2030年頃の産業化を⾒据えた量⼦コンピュータシステムの実現が可能な⽅式として、
国内事業者の技術成熟度の観点より、超伝導方式、光方式、中性原⼦方式を先んじてハードウェアの⽀援対象とした。

• 今後、さらに絞り込むかも含め、ステージゲート審査や外部有識者の評価などを踏まえて検討する。
中性原子イオントラップ光シリコン超伝導技術方式

磁場・レーザーで
捕捉した中性原⼦

電場・レーザーで
捕捉したイオン

光の偏光⽅向や
振幅・位相の変化

シリコン回路中の
電⼦スピンの向き

超伝導体電極における
電⼦対の位置原理

レーザーレーザーレーザー電気電気制御方法
常温）常温(一部低温＊＊）常温(一部低温＊）1-4 K程度0.01 K程度動作温度

・ベンチャー、SU︓QuEra、
Pasqal、Infleqtion、
Yaqumo 等

・企業︓Quantinuuｍ
・ベンチャー、SU︓IonQ

・企業︓NTT
・ベンチャー、SU︓XANADU、
PsiQuantum、OptQC 等

・企業︓日⽴、Intel
・ベンチャー、SU︓Equal1

・企業︓富士通、IBM、
Google、
・ベンチャー、SU︓Rigetti、
IQM等

主な
企業

※ 赤字企業は日本企業等 写真は各機関・各社のHPより（イメージ含む）

１－１－２．技術上の位置づけ 〜量⼦コンピュータの方式〜
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• 量⼦コンピュータの産業化には、極低温冷凍技術等、古典コンピュータとは全く異なる部品技術が必要となり、
サプライチェーンの構造転換が必要。⽇本に強みのある部素材技術が数多く存在し、海外企業・研究機関も注目。

• 次世代の大規模量⼦コンピュータ実現に向けて、複数のハードウェア⽅式で横断的に重要な部素材を国内で確保する
という⾃律性の観点から、極低温冷凍機、低温ケーブル、低温電⼦回路、制御システム、レーザー光源、光学システ
ム、非線形光学デバイス、光検出器、接続装置など、R6補正事業公募時点において、日本に強みのある９項目の部
素材を先んじて支援対象とした。

１－１－２．技術上の位置づけ 〜②サプライチェーンにおける⽇本の技術〜
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• 量⼦技術の産業利⽤の国際的なハブとして創設（令和5年7月）
• 3種の量⼦コンピュータとスーパーコンピュータによるハイブリット環境を活⽤
• ⽯破前総理出席の下、令和7年5月に落成式を開催。以降、順次⼀般開放を開始。

Global Research and Development Center for Business by Quantum-AI technology （量子・AI融合技術ビジネス開発グローバル研究センター）

国プロ
グローバル企業・

団体
企業 大学・

研究機関 インキュ
ベーター ●量⼦版imec構想

２．世界最高レベルのハード・ソフトの研究・開発基盤整備

１．量⼦技術によるビジネス・市場形成

３．世界最高水準の研究推進とグローバル人材の育成

センター長：益 一哉
（元東工大総長）

(2024/10/1 就任)

国際アドバイザリーボード
メンバー：米欧加の量子産業
団体や日米の量子関係企業※

※ John Martinis
(2025年ノーベル物理学賞受賞)

等

Access

超伝導方式
富士通

冷却原子方式
QuEra
(米国SU)

光方式
OptQC

(東大発SU)

スパコン ABCI-Q
NVIDIA製GPU

●体制（総勢120名以上）

落成式

世界最先端の
環境を整備

１－１－２．技術上の位置づけ 〜③世界屈指の量⼦拠点（産総研G-QuAT）〜
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 国産1号機︓理研（2023.3）
 国産2号機︓富⼠通（2023.10）
 国産3号機︓大阪大学（2023.12）

超伝導型量⼦コンピュータ 光型量⼦コンピュータ

 2030年の1万量⼦ビット機実現に
向けた研究開発開始を発表

中性原⼦量⼦コンピュータ

コンポーネント

ソフトウェア

東京大学（古澤研）発のSU

 ハードとアプリをつなぐミドルウェア
を開発

 中性原⼦型量⼦コンピュータの接続システム
 早稲⽥大学発の量⼦コンピュータ開発SU（国

内初）
 メリーランド大学（米国）にも開発拠点

 2030年の100万量⼦ビット機実現に
向け共同での研究開発開始を発表

×

１－１－２．技術上の位置づけ 〜量⼦産業を牽引する国内プレイヤー〜

 京都大学発の中性原⼦型量⼦コン
ピュータ開発SU
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１．開発目的
• デジタル化の進展により、情報処理能⼒の向上が急務であり、量子コンピュータの活用がいち早く求められているところ、古典コンピュータを組み合

わせて活用することが有望視されている。
• 量子コンピュータは、従来のコンピュータと全く異なる原理で動作し、量子化学計算や組み合わせ最適化問題など、特定の分野においては情報

処理速度の劇的な高速化が期待されるが、現時点では、ノイズや量子回路の深さに限界があり、スパコンと連携させることにより、新しい利用⼿
法を開拓し、新しいアプリの開拓が必要。

• 本事業では、世界に先駆けて、量子コンピュータとスパコンを連携利用するためのソフトウェアやプラットフォーム、アプリケーションを開発・構築し、ポ
スト5G時代で提供されるサービスとして展開する技術としての有効性を実証していく。

２．開発内容
• 量⼦・HPC連携ソフトウェア︓スパコンと量子コンピュータを連携させ、最適な計算資源をシームレスかつ効率的に利用するためのシステムソフト

ウェアを開発。
• モジュール型量⼦ソフトウェアライブラリと回路最適化︓アプリ分野に合わせたモジュール型のソフトウエアを整備、量子コンピュータの特性に合わ

せたエラー緩和処理、回路最適化処理を実現する上位ソフトウェアライブラリを開発。モジュールとして組み合わせることで高度な量子アプリケー
ションを開発可能とする。

• 量⼦・スパコン連携PFのクラウド化技術︓事業展開を⾒据えて、量子アプリケーションの利用を⽀援するクラウド基盤ソフトウェアを開発。

３．構築する量⼦・スパコン連携プラットフォームの構築
• 理研・計算科学研究センター（神⼾）及び（和光）に特性の異なる2種類の量子コンピュータを整備。これらと富岳、及び東大・阪大スパコン

と連携したプラットフォームを構築。
• 構築した量子・スパコン連携プラットフォームにて、量子HPCハイブリッドアプリケーションの有効性を検証。

2026年度に量⼦・スパコン連携プラッ
トフォームを運⽤開始し、それを⽤い
て量⼦・ HPC連携アプリケーションの
有効性の実証に取り組む

2028年度下期、量⼦・スパコン連携プ
ラットフォームのプレリリースを計画

• 量⼦コンピュータとスーパーコンピュータ（HPC）を連携するための量⼦・HPC連携システムソフトウェアを研究開発し、
これまでのスパコンのみでは困難だった領域の計算を可能とする量⼦・スパコン連携プラットフォームを構築する。既存
のスパコンのみの計算に対し量⼦・HPC連携アプリの優位性を実証するとともに、この計算プラットフォームで実⾏され
る量⼦・HPC連携ソフトウェアをポスト5G時代のネットワークで提供されるサービスとして展開する技術を開発する。

１－１－３．関連事業（量⼦・スパコンの統合利⽤技術の開発）
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１－１－３．関連事業（ミドルウェア・ユースケース）

「量⼦・古典ハイブリッド技術のサイバ－・フィジカル開発事業」

• 量⼦コンピュータと古典コンピュータによるAI技術を組み合わ
せて実問題を解決するユースケースアプリケーションを開発す
ることで、ユースケースの早期実⽤化を目指す。

• ユースケースとなる①量⼦・古典アプリケーションの開発・実
証(素材開発、製造、交通・物流、ネットワーク)と、アプリ
ケーション開発を⽀援する②共通ライブラリの開発を実施。

懸賞⾦事業
「量⼦コンピュータを⽤いた社会問題ソリューション開発」

• 本事業︓未来の量⼦コンピュータでの、⾃由な発想による社会
課題解決ユースケースの創出

• 「チャレンジングで魅⼒的な課題」に⽴ち向かう「挑戦者・エ
キスパート」が最⾼の成果を出せるよう、最先端の開発環境や
教育プログラムを無償で提供し、過去最⼤規模の懸賞⾦を⽤意。
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１－１－３．関連事業（人材育成）

■人材育成の⽅針

ミドルウェア

スタートアップ起業

ハード・部素材 アプリ開発

先端技術研究者 国際連携
＜NEDOR6補正事業＞

専門

能⼒

実践者

量⼦⼊門者

高度実践者

＜既存事業＞
目的主催プログラム（期間）

社会課題解決に向けた技術・制度・人材の開発内閣府SIP（2014〜2027）
量子技術活用による社会課題解決⽂科省/JSTQLEAP（2018〜2025）
社会実装加速 、 スタートアップ⽀援内閣府BRIDGE（2023〜2027）

【 国家施策 】
・量子コンピュータ産業化に向けた開発の加速のため、人材育成を強化・推進（FY2025〜）
・専門性、分野の多様性を重視。プログラム間連携により習熟スキルを高度化を目指す
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１－１－４．外部環境調査 〜世界的な量⼦コンピュータ開発競争〜
• 海外各社のロードマップでは、2030年前後での大規模化・実⽤化が⽰されている。

• 大規模化に向けては、大量の量⼦ビットの作製・制御技術だけでなく⾼強度レーザー・⾼速⾼感度検出
器などの部素材が不可⽋。これらは日本が強みを持つものが多い。

• 次世代機やそのための部素材等の開発には最大5年間程度が必要なため、早急に開始し、我が国の優位
性を確保することが肝要。

各社の開発ロードマップ（量⼦ビット数の変遷）

公表情報を基に作成
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2021年と2025年の量⼦技術に対する累計投資額（国・地域別）の⽐較

量子技術投資額（M$）

中国

イギリス
米国

ドイツ

韓国

フランス

ロシア

EU

カナダ

オランダ

インド

日本

デンマーク

イスラエル

2021
2025

米国︓
日本の約2.4倍

韓国︓約56倍に増加
(2021年⇒2025年)

中国︓
日本の約4.7倍

出所：QURECAデータを基に経済産業省作成

１－１－４．外部環境調査 〜各国の政府投資額〜

※米国の最新動向
2026年5月21日、米商務省が総額20億1,300万ドル（約3,200億円）の
連邦資⾦投⼊を発表
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• 24年7月、量⼦技術における技術⼒とサプライチェーンを強化するための有志国枠組みとして、
米国国務省主導で次官級会合（QDG）が創設されるなど、経済安全保障の⽂脈でも量⼦技術の重要性の
認識は高まりつつある。

概要最近の開催名称、参加国
• 米国が各国政府高官を招き、競争⼒のある量子開発の環境を維持しながら、量

子の未来を促進する協調の方法について議論。
• サプライチェーン(日・豪)、投資促進(英・韓・デンマーク)、技術動向(フィンランド)、

技術保護(米・仏)の４つのワークストリームが⽴ち上がり活動を⾏っている(括弧内
はリード国)。

初回︓’24年7月（米国）
2回︓’25年1月（米国）
3回︓’25年3月（豪州）
4回︓’25年9月（日本）
5回︓’26年3月（英国）

量⼦開発グループ（QDG）
参加国︓米、豪、加、デンマーク、フィンランド、仏、独、日、蘭、韓、

スウェーデン、スイス、英

• 13か国の量子政策関係者が協⼒強化のために情報交換・議論。
第5回︓’24年9月（米国）
第6回︓’25年3月（豪州）
第7回︓’25年9月（豪州）
第8回︓’26年3月（スイス）

量⼦多国間対話（MDQ）
参加国︓ 同上

• ’25年6月のサミットでの首脳表明を受け、G7量子作業部会を25年10月に開催。
• 産学官の専門家が科学技術・産業化の両⾯で意⾒交換。昨年︓’25年10月

G7
参加国︓加、仏、独、伊、日、英、米

• NATO加盟国・関連国の産学官の専門家が議論する場①’24年11月
➁’25年5月NATO 環⼤⻄洋量⼦コミュニティ（TQC）

• 量子技術に関して、各国からの有益な情報を基に議論がなされ、それらを取りまと
めた報告書等の⽂書作成が進められている。

• 量子技術のサプライチェーンマッピング調査を実施予定。

①’25年4月
➁’25年4月
③’25年4月
④’25年5月

経済協⼒開発機構（OECD）
①世界技術フォーラム（GFTech）
➁科学技術政策委員会（CSTP）
③デジタル政策委員会（DPC）
④バイオ・ナノ・融合技術（BNCT）

１－１－４．外部環境調査 〜量⼦技術に関する多国間の主な会合〜
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１－１－５．事業スキーム（ハード・部素材・ミドルウェア︓対象・目標）

目標対象
開発した技術・システムによって将来達成される量⼦コンピュータの性能（物理・論理量⼦ビット数、エラー率、ゲー
ト数、コスト、消費電⼒など）が、２０３０年頃で予想・提案されている性能と⽐較して、競争⼒がある（もしくは優
位性がある）ことを検証すること、もしくは産業利⽤可能な性能を有すること等を検証すること。

ハードウェア

研究開発開始時点で普及している同⽅式の部材と⽐較して⼗分な優位性があること、もしくは開発した部素材が量⼦コ
ンピュータの性能を向上させること等を検証すること。部素材

開発したミドルウェア等により可能になる機能が研究開発開始時点で普及している類似の製品と⽐較して⼗分な優位性
があること、もしくは２０３０年頃の量⼦コンピュータ性能を仮定した時に開発したミドルウェア等による計算性能が
産業化に⼗分なものであること等を量⼦コンピュータ実機や大型GPUコンピュータへの接続などを通じて検証すること。

ミドルウェア

アクティビティ

• 複数⽅式の量⼦コンピュータ、技術優位を有する国内プレイヤーの部素材やミドルウェアの開発を⽀援

アウトプット

• 量⼦コンピュータおよび関連部素材、ミドルウェアの開発に資する技術開発課題を⽀援
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１－１－５．事業スキーム（ハード・部素材・ミドルウェア︓実施テーマ）
• 13テーマ、事業者16機関の事業構成

採択先（代表機関）課題
富⼠通A) 超伝導⽅式課題①

産業化に向けた量⼦コンピュー
タシステムに関する技術開発
(助成)

Yaqumo、QuEraB) 中性原⼦⽅式

OptQCC) 光⽅式

フジクラ、キーコムA) 低温動作小型ケーブル・コネクタ課題②-1
産業化に向けた量⼦コンピュー
タの部素材の⾼度化に関する技
術開発
(助成)

浜松ホトニクスB) 連続波発振型レーザー(※)
E) 量⼦ビット制御・検出⽤光学システム(※)

NanoQT、三菱電機C) 量⼦コンピュータインターフェース装置

日本ガイシD) 非線形光学デバイス

キュエルF) 量⼦コンピュータ制御システム

産総研A) クライオ電⼦回路システム課題②-2
産業化に向けた量⼦コンピュー
タの部素材の⾼度化に関する技
術開発
(1,2年目は委託)

IHIB) 極低温冷凍システム

産総研C) 超伝導転移端光センサシステム

KDDI、Jij課題③ 量⼦コンピュータの産業化のためのミドルウェア開発(助成)
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１－１－５．事業スキーム（人材育成︓背景・対象）
背景

• 量⼦コンピュータに関する技術開発競争が各国で激化する中で、基礎研究から製品化までの様々な段階において量⼦コンピュータに関わ
る人材は、国内のみならず世界的に不⾜しており、優秀な人材は奪い合いの状況。

• この状況下で、本研究開発（ハード、部素材開発等）で実施する事業の将来に渡る円滑な進展や、量⼦コンピュータの産業利⽤を拡大さ
せていき、量⼦コンピュータの産業化を実現するためには、本事業内容等の量⼦技術の産業化に関する技術・知⾒を有する人材の供給は
不可⽋。

対象

• 本事業では、量⼦コンピュータの産業化の実現に不可⽋な人材の育成を目指して、育成スキーム等の構築と実際の育成事業を実施。

• 量⼦技術に直接関係する知⾒のみならず、ハードウェアやミドルウェアなどコンピュータシステムを構成するために必須なエンジニアリ
ング技術・ＩＴ技術や部素材の開発・評価等に関する技術、量⼦コンピュータによる産業課題解決に関する技術を有するものや、これら
技術を元に量⼦技術をビジネス化（スタートアップ設⽴を含む）できる、量⼦技術を普及できる、量⼦技術に関する国際連携活動が可能
なものなどが対象。

• 単なる講座の実施だけでなく、様々な訓練・実習・企業インターン等を通じて、真に量⼦技術の産業化に貢献でき、産業界等で活躍でき
る人材を育成する事業が望ましい。

• 学⽣（高等専門学校、⼤学、⼤学院）、若⼿研究者、技術者、および産業人材を主な育成対象とする。

１－１－５．事業スキーム（人材育成︓実施テーマ）
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１－１－５．事業スキーム（人材育成︓実施テーマ）

対象・規模育成目標事業名事業者

学⽣（高専⽣、大学⽣、大学院⽣）、若
⼿研究者、技術者及び産業人材15名/年

ハードとアプリをつなぐシステム
設計人材量⼦OSエンジニア育成プラッフォーム大阪大学

将来共同開発コンソーシアムに発展させる、
育成対象︓4名、企業10社
新規システムユーザー数20

非HW開発人材
（Q-LEAP、SIP成果活用）

量子コンピュータ領域における非ハードウエア開発
のための人材育成OIST

学⽣と社会人、人材育成プログラム 50名量子技術のビジネス化と普及を
推進する人材

量⼦アプリケーション開発を牽引
する高度量子人材の育成

早稲田大学
Quanmatic

5社以上の企業のプログラム参加、
1年目︓講義６回以上、受講者40名（大
学30名、企業10名）、
2年目〜3年目︓10名選抜

素材産業課題に対応する量子
人材成素材産業におけるFTQC利活⽤ための人材育成東京大学

三菱ケミカル

学⽣、社会人
専門人材育成︓ 60 名、即戦⼒人材育
成︓ 10 名、産業化加速︓30 名

ゲート型量子コンピュータの
アルゴリズム開発を担う人材

ゲート型量⼦コンピュータのアルゴリズム開発が可
能なハイエンド人材の育成Quemix

• 5テーマ、事業者7機関（大学︓5、⺠間︓2）による多様なプログラムから構成

・技術開発の実施
・国際的競争⼒向上
・規格化・標準化
・⺠間投資誘発

短期アウトカム目標
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インプット

研究開発項目①
2025〜2027

研究開発項目②
2025〜2027

研究開発項目③
2025〜2027

将 来 像

2026 2027 PJ終了 2030

国内の量
⼦技術の
利⽤者を
1,000万
人に

量⼦技術
による⽣
産額を50
兆円規模
に

未来市場
を切り拓
く量⼦ユ
ニコーン
ベン
チャー企
業を創出

中期アウトカム目標 ⻑期アウトカム目標

・技術開発成果の上市等
・規格化・標準化
・⺠間投資誘発

以下３⽅式の量⼦コ
ンピュータシステム
実現のために必要な

技術開発を実施
①超伝導⽅式、

②中性原⼦⽅式、
③光⽅式

【研究開発項目】
①産業化に向けた量⼦コンピュータ
システムに関する技術開発
②産業化に向けた量⼦コンピュータ
の部素材の⾼度化に関する技術開発
③量⼦コンピュータの産業化のため
のミドルウェア開発

2025 PJ開始

量⼦ビット数の増加に関する要素技術開発（計算能⼒の向上）
エラー率低減に関する要素技術開発（計算精度の向上）

コンピュータの小型化に関する要素技術開発（経済性の向上）

１ー２．アウトカム達成までの道筋（ロードマップ）

要素
技術
開発

上記の要素技術を統合したシステムなどの開発及び評価

次世代の大規模量⼦
コンピュータの実現
に重要な部素材の⾼
度化、実⽤化や産業
化のための技術開発

を実施

低温環境動作可能な
小型ケーブル及びコ

ネクタ

連続波発振型
レーザーシステム

量⼦コンピュータイ
ンターフェイス装置

非線形光学デバイス

量⼦ビット制御・検
出⽤光学システム

量⼦コンピュータ
制御システム

クライオ電⼦回路
システム

⾼冷凍能⼒な極低温
対応冷凍機システム

超伝導転移端光セン
サシステム

・ハードウェアとユーザー間を繋ぐミドルウェア開発の実施
・各⽅式汎⽤的でユーザーがハードウェア側を意識せず使⽤できる環境を整備

対象
部素材

統合
シス
テム

アクティビティ

アウトプット目標
・要素技術の確⽴

・プロトタイプ機構築に向けた設計プランの確⽴
・テーマごとに設定した最終目標の達成に向けた

中間目標の達成。

人材育成事業

知財・標準化戦略

量⼦コンピュータの産業化の実現に不可⽋な人材の育成

国際標準化活動（ISO/IEC設置の量⼦技術検討会への対応など）による市場形成の加速と日本企業の市場占有率の向上を⽀援

量⼦コンピューティングの性能評価指標（ベンチマーク）の分野の議論をリード標準化WGの⽴ち上げ

量⼦コンピュータ
の産業化に向けた
サービス展開

次世代機を含む統合
プラットフォームの
クラウド公開

アプリケーション別
アルゴリズムの実装

ユースケース実証に
よるユーザー開拓・
利⽤者の拡大

チョークポイントと
なる部素材・ミドル
ウェアにおけるス
タートアップ開発⽀
援

量⼦人材等の流動性
による国内技術基盤
の確保

複数⽅式における各部素材の
連結組入れを含めたシステム
統合と複数の制御システムの

実機への並列化実装

ハードウェア⽅式非依存の
ユーザーポータル構築と
開発したミドルウェアの
プラットフォーム実装

開発した部素材の量産化に
おける歩留まり向上と

低温環境等の実環境における
性能評価と再現性の確保

複数⽅式の量⼦コンピュータに
おけるプロトタイプ機構築と
大規模化による性能向上と

評価・運⽤技術の確⽴

次世代量⼦コンピュータ
実機構築



１ー３．知的財産・標準化戦略
<政府方針> 量⼦未来社会ビジョン『量⼦技術の知財化・標準化』(令和４年４月)より

 量⼦コンピュータや量⼦暗号通信は、量⼦技術や従来型（古典）技術など多様な技術が集積する総合システムであり、今
後、多様な知的財産・権利が複雑に関係することが⾒込まれる。

 研究開発と同時並⾏で、なるべく早期にユーザによって技術の利⽤実証を⾏い、利⽤実証の知⾒を研究開発にフィード
バックして実⽤化技術を確⽴・高度化し、知財化・標準化を進めていく。場合によっては公的資⾦の投入や政府調達など
を活⽤しつつ、オープンイノベーション形式で社会実装を先に目指し、⼀定程度の市場が形成された後にクローズにする
など、市場の成⻑段階に応じてオープン・クローズ戦略を検討していくことも重要となる。

 標準化については、国際電気通信連合-電気通信標準化部門(ITU-T)、国際電気標準会議（IEC）等のデジュール標準に加え、
米国電気電⼦学会（IEEE）などフォーラム標準の議論の場において、我が国も積極的に参画しており、今後、我が国が主
導的役割を果たしていくことが期待される。

<量⼦技術分野としての取組み>
 標準化については国際電気標準会議（IEC）と国際標準化機構（ISO）により、2024年に量⼦情報技術・量⼦計測・量⼦

源・量⼦検出器・量⼦通信・基礎量⼦技術を含む、量⼦技術分野における国際的な標準化を進める合同専門委員会
「IEC/ISO JTC3（量⼦技術）」を設⽴。

 日本からは量⼦技術による新産業創出協議会(Q-STAR)が日本の審議団体を引き受け、⽇本の産業界にとってメリットの⼤
きい標準が制定されるよう、量⼦標準の国際化に寄与・戦略的な標準化活動を推進中。

 日本がJTC3の中で主導的な⽴場をとることができるように、主査の獲得など戦略的な標準化を推進する。
28

本研究開発事業の実施とともに、標準化関連施策（エネルギー需給構造⾼度化基準認証推進事業（経産省）、標準化
BRIDGE事業（内閣府））と連携しながら、量⼦技術分野全体として、量⼦技術に関連する国際標準化の取組みを
研究開発段階から推進。
量⼦分野の技術領域に応じて、戦略的に適切なデファクト標準化、フォーラム標準化、デジュール標準化等を狙
う。
事業者間交流会等での協調領域の形成や、知財運営委員会等における研究開発成果の知財化・標準化・論⽂化等
のオープン・クローズの⽅向性を議論。

オープン＆クローズ戦略︓取組の方向性

戦略的に重要な技術領域の特定
（量⼦）

標準化
（国際・国内）標準化開発

特許出願
国内特許取得

国外特許取得

国

業界団体（量⼦技術による新産業創出協議会(Q-STAR)）
(標準化)

事業者
（知財）

オープン＆クローズ
戦略検討
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経産省 エネルギー需給構造⾼度化基準認証推進事業

認証等

内閣府 標準化BRIDGE事業

NEDO事業における知財運営員会等にて審議

IEC/ISO JTC3、
IEEE等

デファクト標準
フォーラム標準
デジュール標準

研究開発（本事業）
【ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業(量⼦コンピュータの産業化に向けた開発の加速事業)】 市場化

１ー３．知的財産・標準化戦略

量⼦技術標準化関連施策



30https://qstar.jp/archives/about_news/量⼦技術の国際標準化合同専門委員会における⽇ （一部改変）

●幹事国︓英 ●議⻑国︓韓
●標準化対象︓量⼦コンピューティング、量⼦シミュレーション、

量⼦計測、量⼦源、量⼦検出器、量⼦通信、基礎量⼦技術
●参加国︓
・積極参加国 34ヵ国（日、米、英、豪、加、独、仏、蘭、中、韓 等）
・オブザーバー国 10ヵ国（タイ、フィリピン、インドネシア等）

●総会＠東京以降に設置されたＷＧ（カッコ内は主査担当国）︓
・WG9    Terminology and quantities                                （英）
・WG10  Quantum sensors                                              （韓）
・WG11  Quantum computing supply chain                       （米）
・WG12  Quantum computing benchmarking （日）
・WG13  Quantum random number generators                 （中）
・WG14  Quantum enabling technology （デンマーク）
・WG15  Quantum Computing Terminology and Quantities（未定）
・WG16  Quantum Communication                       （未定）

IEC/ISO JTC 3（量⼦技術）

（2026年1月現在）

１ー３．知的財産・標準化戦略
IEC/ISO JTC3の国内審議団体︓ 量⼦技術による新産業創出協議会(Q-STAR)

関連する
IEC/TC
ISO/TC
などとも
密に連携

〜量⼦コンピューティングの国際標準化の目的〜

31

１ー３．知的財産・標準化戦略
IEC/ISO JTC 3（量⼦技術）

量子技術による新産業創出協議会(Q-STAR)
日経社会イノベーションフォーラム「未来を創る国際標準化・国際ルールメイキング」資料より
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 「技術で勝ってビジネスで負ける」ことにならないよう、量⼦分野の日本の技術⼒が適切に評価されるよう、
量⼦コンピューティングの性能評価指標（ベンチマーク）の分野の議論をリードし、2025年５⽉には東京で
総会を開催。

 東京総会で設置が合意された性能評価の国際標準化を担当する作業部会（WG12）の主査ポストを⽇本（産
総研・G-QuATの堀部副センター⻑）が獲得し、2025年12月16日に設置後初のWGを開催。

 こうした取組を戦略的標準化を進めるべき他の分野にも応⽤・展開していく。

●幹事国︓英
●議⻑国︓韓
●標準化対象︓量⼦コンピューティング、量⼦シミュレーション、

量⼦計測、量⼦源、量⼦検出器、量⼦通信、基礎量⼦技術
●参加国︓
・積極参加国 34ヵ国（日、米、英、豪、加、独、仏、蘭、中、韓 等）
・オブザーバー国 10ヵ国（タイ、フィリピン、インドネシア等）
●総会＠東京以降に設置されたＷＧ（カッコ内は主査担当国）︓
・WG9    Terminology and quantities                                （英）
・WG10  Quantum sensors                                              （韓）
・WG11  Quantum computing supply chain                       （米）
・WG12  Quantum computing benchmarking （日）
・WG13  Quantum random number generators                 （中）
・WG14  Quantum enabling technology （デンマーク）
・WG15  Quantum Computing Terminology and Quantities（未定）
・WG16  Quantum Communication                       （未定）

日程︓2025年5月26日（月）〜 29日（木）の４日間
場所︓産業技術総合研究所 臨海副都⼼センター（東京）

※G-QuATエクスカーション(5/28)は産総研つくば本部で開催

参加者︓24か国 128名（対面78名、リモート50名）
（対面参加︓日16、中15、韓10、米7、仏/豪5、英/独/加3など18か国 78名）※登録ベース

IEC/ISO JTC 3（量⼦技術） 第3回JTC3総会＠東京の概要

第
２
回
総
会
＠
英
国

第
３
回
総
会
＠
⽇
本

第
１
回
総
会
＠
韓
国

2024年5月 10月 2025年5月 11月
第
４
回
総
会
＠
デ
ン
マ
ー
ク

2026年5月
第
５
回
総
会
＠
中
国

（2026年1月現在）

１ー３．知的財産・標準化戦略 〜戦略的な国際標準化の推進〜

ITU-T量⼦
暗号通信

対象︓量⼦コンピューティング、量⼦シミュレーション、量⼦計測学、量⼦源、量⼦検出器、量⼦通信、基礎量⼦技術
構成︓

〇幹事国︓ 英（BSI）
〇議⻑国︓ 韓
〇参加国︓

・Pメンバー 34ヵ国（日、米、英、豪、加、独、仏、蘭、⻄、中、韓等）
・Oメンバー10ヵ国（タイ、フィリピン、インドネシア、メキシコ 、南ア 等）

IEC/ISO JTC 3 Quantum technologies（量⼦技術） 2024年1⽉設置
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【参考】量⼦分野の国際標準の枠組み

JTC 3

ISO/IEC JTC1 SC27
（情報セキュリティ、サイバーセキュリティ、プライバシー保護）

QKD装置
セキュリティ

WG1（情報セキュリティマネジメントシステム） （英）

WG2（暗号及びセキュリティメカニズム） （日）

WG3（セキュリティ評価・試験・仕様） （⻄）

WG4（セキュリティコントロールとサービス） （ルクセンブルク）

WG5（アイデンティティ管理とプライバシー技術）（独）

JTC1 SC27 幹事国:独(DIN), 議⻑国:独,副議⻑:米

SG11 （プロトコル、 試験仕様 等） （印）

SG13 （ネットワーク） （日）

SG17 （セキュリティ） （韓）
※SG: Study Group

議⻑（日）
NICT 谷川氏

QKD装置
の標準化
コンビーナ(日)
産総研 吉田氏

副コンビーナ(日)
IPA 近澤氏

AG 1（アドバイザリー・グループ）(豪) ※会議構造/戦略プランを検討

※2025年12月現在

WG （標準化検討にかかるワーキンググループ）
WG9 Terminology and metrics （英）
WG10 Quantum sensors （韓）
WG11 Quantum computing supply chain （米）
WG12 Quantum computing benchmarking （日）
WG13 Quantum random number generators （中）
WG14 Quantum enabling technology （丁）
WG15 Quantum Computing Terminology and Quantities
WG16 Quantum Communication



評価項目２．目標及び達成状況
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２ー１．アウトカム目標及び達成⾒込み
達成⾒込みアウトカム目標アウトカム指標

○（遅延・中止等なし） 技術開発の実施 【25年度末︓50％】技術開発が当初の計画通りまたはそれを超えて
進捗している課題数の割合

短期目標
2025年度

－ 国際競争⼒を有する（競合国と同程度を含む）
研究開発の実施

国際競争⼒を有するもしくは競合国と同程度と
合理的に認められた研究開発項目数

－ 特許出願等開発した手法や特許出願数

○（140億円超の⾒込み） ⺠間投資の誘発 【125億】プロジェクト実施者による、⾃己負担額の総和

－ 技術開発成果の上市等 【目標値検討中】各技術開発テーマにおいて開発した技術の事業
化等を達成した課題数（累計）

⻑期目標
2030年度 － 規格化・標準化成果の活⽤ 【目標値検討中】標準化に基づく製品数等

－ ⺠間投資の拡大 【目標値検討中】プロジェクト実施者による、プロジェクト期間
中の関連投資額の総和

（設定理由・根拠）
・⻑期目標は「量⼦エコシステム構築に向けた推進⽅策」を基に設定し、バックキャスト的に短期目標を設定。
・プロジェクトが開始したばかりであり、⼀部指標については目標値を検討中である。
・技術開発の計画・進捗については、各テーマの実現可能性や不確実性を鑑みて50％という目標値を設定。⺠間投資誘発についても、

委託事業の割合などを考慮し、⾃己負担額125億円（※2025-27年度末の合計）を目標値とした。

（計測⽅法）
・特許申請や成果報告書等、NEDOへの報告によりキャッチできる情報については、METI・NEDOで取り纏め・集計を⾏う。
・上記の目標値含め、METI・NEDOだけでは設定・集計等が困難と思われるものについては、別途調査事業を⾏い、調査結果を基に数値を

決定する。（2025年12月より「量⼦コンピュータの産業化促進に向けた包括的調査」を開始。)
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２ー２．アウトプット目標及び達成状況①
達成状況アウトプット目標アウトプット指標

ー

テーマごとに設定した最終目標については、ポスト5G基
⾦事業の研究開発計画（23〜29頁）の記載に則り設定。
その上で、中間目標については、各テーマ事業者ごとに
提案時に設定されており、非公開情報となっている。

テーマごとに設定した最終目標の達成に
向けた中間目標を達成すること。

中間目標
2027年度

ー
テーマごとに設定した最終目標については、ポスト5G基
⾦事業の研究開発計画（23〜29頁）の記載に則り設定。

量⼦コンピュータの⽅式毎の開発目標
（例.10,000ビット超級の超電導量⼦コ
ンピュータの開発）の達成、およびそれ
を達成可能とする構成要素・周辺技術の
開発。

最終目標
2030年度

（目標の設定理由・根拠）
量⼦コンピュータは、これから産業化を目指していく黎明期の段階であり、急速な勢いで技術開発が進んでいることから、個別テーマの具体

的な研究開発目標や達成への道筋については、事業を進める中でアジャイルに設定する。

（今後の⾒通し）
事業プロジェクトリーダーの設置、外部有識者による進捗確認・助⾔を頂く会議体を設けることなどを検討するとともに、技術選択に必要な

情報や技術の選択・絞り込みを⾏う時期についても明確化していく。

（計測⽅法）
ステージゲート審査及び終了時評価等において、事業者に進捗状況・達成状況の報告を⾏い、外部有識者による評価を実施。

システム・部素材開発における目標設定例

（例）
• 量⼦ビット動作の低温環境を作る冷凍機システムの冷却能⼒の向上
• 量⼦ビット制御のための低温ケーブルの高集積化・省スペース化

現状: 
• 低温同軸ケーブルは国内企業に優位性
• 大規模化に向け同軸からフラットへシフト

↓
目標︓
• 国内優位性を継続（不可⽋性の観点）
• 従来比100倍のケーブル数に対応

低温ケーブル開発

同軸ケーブル

希釈
冷凍機

現状:
• 冷凍機システムは海外企業寡占状態
• 他⽤途での国内技術⼒は⾼い

↓
目標︓
• 国内供給基盤を確⽴（自律性の観点）
• 従来比100倍の発熱量に対応

冷凍機システム開発

100ビット級事業開始前（2024）

10,000ビット超級事業終了後３年（2030）
100倍
（発熱量、ケーブル本数など）

量⼦コンピュータ システムの目標（超伝導量⼦コンピュータの例）

フラットケーブル 2030年に１万超量⼦ビット級の量⼦コンピュータへ実装

※産業利⽤の初期段階で活⽤可能
部素材開発の目標

100倍以上の大規模化を目指す量⼦コンピュータシステムに対応可能な性能を実現する

37
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２ー２．アウトプット目標及び達成状況② 副次的成果・波及効果
• 2026年3月13日（⾦）に事業者を集めた「テーマ間交流会」を開催。
• 国産量⼦コンピュータの産業化に向けて、本事業全体における協調領域の形成と共通課題の解決を進めながら、事業者が⼀丸

となって取り組んでいく気運が醸成された。
• 他の事業者がどのようなテーマに取組んでいるのかを知るだけでなく、普段接点のないレイヤーの人々がフランクに情報交換

を⾏うことができ、こういった取組みによって今後の共通課題の早期解決などによる研究開発の加速が期待される。
• その他にも、事業の進捗に応じて国内外の展⽰会・国際会議等（量⼦EXPO、Q2Bなど）での、成果普及に向けたアウトリー

チ活動等を予定。

METIからの挨拶

事業者間意⾒交換の様⼦

NEDOからの挨拶

テーマ間交流会のアジェンダ
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２ー２．アウトプット目標及び達成状況③ 特許出願、論⽂発表等 評価項目２

PCT出願 国外特許出願 国内特許出願 発表 論⽂数 年度 

0件  0件  1件   4件  2件 2025年度 

 



評価項目３．マネジメント
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３ー１．実施体制① 評価項目３

• 本事業は、国（METI）が定める「ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業 研究開発計画」に基づき、
量⼦コンピュータに関する複数の研究開発⽀援を⼀元的に担うこととなっているNEDOにおいて執⾏する。

• 研究開発推進委員会などでの定期的な進捗状況の確認や、ステージゲート審査を設けて事業継続可否の判断を⾏うだけでなく、
適宜、外部有識者から指導・助⾔等を仰ぐことで、研究開発目標の達成に向けたマネジメントを適切に実⾏している。

(量⼦産業室)

実施体制と役割分担（全体像） 研究開発項目の内訳
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３ー１．実施体制② 個別事業の採択プロセス
評価項目３

■公募の周知⽅法
NEDOのホームページやSNS（X）での公募情報の掲載・周知、公募説明会の開催等。

■採択審査のプロセス・体制
採択プロセスは以下のとおり。NEDOでは、研究分野に関して優れた学識経験や研究開発の実績等を有し、研究開発課題の
評価及び業務運営に関して⾒識を有する専門家を評価委員として選定し、評価委員に対して利益相反マネジメントを実施す
ることで、評価の公正性及び透明性を担保している。

公募予告〜研究開始までの流れ 審査項目

本公募開始

公募予告

提案締切

書類審査
（1次審査）

ヒアリング審査
（2次審査）

採択決定

研究開始
SNS（X）での公募情報周知
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３ー１．実施体制③ 研究データの管理・利活⽤ 評価項目３

• 日本版バイ・ドール制度の目的（知的財産権の受託者帰属を通じて研究活動を活性化し、その成果を事業活動において効
率的に活⽤すること）及び本プロジェクトの目的を達成するため、本プロジェクトにおいては、知的財産マネジメントを
実施することを原則とする。

• NEDOプロジェクトにおける知財マネジメント基本⽅針や委託契約書に記載のない事項については、本プロジェクトの目
的を踏まえ、プロジェクト参加者（研究開発の直接の受託者のほか、当該受託者からの研究開発の⼀部の再委託先及び共
同研究先を含む）間の合意により必要に応じて定めるものとする。

• プロジェクト参加者は、原則としてプロジェクト開始（委託契約書の締結）までに、プロジェクト参加者間で知的財産の
取扱いについて合意するものとする。

• 委託事業者は、経済産業省の「委託研究開発における知的財産マネジメントに関する運⽤ガイドライン（別冊）委託研究
開発におけるデータマネジメントに関する運⽤ガイドライン」を参考のうえ、プロジェクト参加者間でのデータの取扱い
についての合意書（データ合意書）及びデータマネジメントプランを作成・提出する。

• 委託事業によって得られた研究開発データ及びその索引情報（メタデータ）については、個別に設定された公開レベルに
応じて、第三者への提供可能なデータについては、必要に応じて提供する。

知財・データマネジメントの実施について
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３ー２．受益者負担の考え方 評価項目３

• 研究開発事業について、実施者⾃⾝の将来の裨益が非実施者に⽐して大きいと⾒込まれる場合には、原則、補助事業にて
⾃己負担を導入する。

• 量⼦分野においては、⻑期間の研究開発が必要かつ事業性の予測が困難である⼀⽅で、世界各国で政府による量⼦コン
ピュータに関する大型投資が進んでおり、2030年頃に産業利⽤可能な性能を有する量⼦コンピュータを開発するという
野⼼的なロードマップが⽰されていることから、我が国においても量⼦コンピュータの産業化が急務である。

• 上記の前提および事業環境を踏まえ、ハードウェアや部素材、ミドルウェアの開発といった研究開発項目のうち、
現時点で事業化の⾒通しが⽴たないテーマや、不確実性の⾼いテーマについては、国が主導して研究開発を実施する

（委託事業）。

• また、大学・国研が事業主体となる人材育成事業などについても、委託事業で実施していくこととする。

委託事業・補助事業の考え方について

最終目標︓
ハードウェア︓開発した技術・システムによって将来達成される量⼦コンピュータの性能（物理・論理量⼦ビット数、エラー率、ゲート数、コスト、消費電⼒など）が、2030年頃

で予想・提案されている性能と⽐較して、競争⼒がある（もしくは優位性がある）ことを検証すること、もしくは産業利⽤可能な性能を有すること等を検証すること。

現在の進捗︓各テーマの契約締結・交付決定が完了し、原理検証や必要機材の選定・調達、設計検討などが開始されたところ。
※遅延発⽣時の対応︓現時点で目⽴った遅延は発生していない
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３ー３．研究開発計画① 進捗状況 評価項目３

研究開発計画︓（g5-1）産業化に向けた量⼦コンピュータシステムに関する技術開発

【3項目全16テーマ】
前倒し ︓0
計画通り ︓16
遅延 ︓0
今後着手 ︓0

凡例︓ ︓計画
︓実績

繰り返し量⼦誤り訂正を可能とする
Dual-Yb型量⼦コンピュータの開発

１万量⼦モード入⼒の
光量⼦コンピュータの開発

（超伝導⽅式） （中性原⼦⽅式） （中性原⼦⽅式） （光⽅式）

2027年度2026年度2025年度
研究開発項目毎の進捗概要ステータス担当企業 4

Q
3
Q

2
Q

1
Q

4
Q

3
Q

2
Q

1
Q

4
Q

3
Q

2
Q

1
Q

超伝導量⼦コンピュータの産業化に向けた技術開発及び開発環境整備計画通り富⼠通①
ハ
ー
ド

繰り返し量⼦誤り訂正を可能とするＤｕａｌーＹｂ型量⼦コンピュータの開発計画通りYaqumo②
２０３０年産業化に向けた中性原⼦量⼦コンピュータシステムの開発計画通りクエラコンピューティングジャパン③
１万量⼦モード入⼒の光量⼦コンピュータの開発計画通りOptQC④

担当企業︓
富⼠通(株)

共同研究先︓
産業技術総合研究所、理化学研究所

担当企業︓
(株)Yaqumo

共同研究先︓
京都大学、分⼦研、
産業技術総合研究所、(株)BlocQ

担当企業︓
(株)クエラコンピューティングジャパン

共同研究先︓
産業技術総合研究所、電気通信大学、
理化学研究所

担当企業︓
OptQC(株)

共同研究先︓
産業技術総合研究所

① ② ③ ④



最終目標︓
部素材︓研究開発開始時点で普及している同⽅式の部材と⽐較して⼗分な優位性があること、もしくは開発した部素材が量⼦コンピュータの性能を向上させること等を検証すること。

現在の進捗︓各テーマの契約締結・交付決定が完了し、原理検証や必要機材の選定・調達、設計検討などが開始されたところ。
※遅延発⽣時の対応︓現時点で目⽴った遅延は発生していない
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３ー３．研究開発計画① 進捗状況 評価項目３

研究開発計画︓（g5-2）産業化に向けた量⼦コンピュータの部素材の⾼度化に関する技術開発

【3項目全16テーマ】
前倒し ︓0
計画通り ︓16
遅延 ︓0
今後着手 ︓0

凡例︓ ︓計画
︓実績

2027年度2026年度2025年度研究開発項目毎の進捗概要ステータス担当企業
光⼦数識別が可能な光検出システムの⾼度化に関する研究開発計画通り産業技術総合研究所⑤

部
素
材

超伝導量⼦コンピュータの産業化に向けた⾼効率冷凍技術開発計画通り産業技術総合研究所、大陽日酸、IHI⑥
汎⽤的でスケーラブルな量⼦コンピュータ制御システムの研究開発計画通りキュエル⑦

光量⼦コンピュータ産業化に向けたＴＦＬＮ光技術の研究開発計画通り浜松ホトニクス、オキサイド、
山寿セラミックス、日本ガイシ⑧

拡張性の⾼い量⼦コンピュータ間接続技術の研究開発計画通りLQUOM、三菱電機⑨
次世代量⼦計算基盤を⽀える中性原⼦⽅式向け光量⼦インターフェースの技術開発計画通りNanofiber Quantum Technologies⑩
量⼦コンピュータの産業化に向けた光部素材技術の開発計画通り浜松ホトニクス⑪
低温動作小型ケーブル・コネクタの開発計画通り東芝、フジクラ⑫
極低温環境で動作可能な⾼周波信号伝送系の⾼性能化の研究技術開発計画通りキーコム⑬

量⼦コンピュータ向けクライオエレクトロニクスデバイス技術の研究開発計画通り産業技術総合研究所、東芝
デバイスラボ、京セラ⑭

（制御システム）⑦

担当企業︓
浜松ホトニクス(株)

共同研究先︓
産業技術総合研究所、
理化学研究所

担当企業︓
キュエル(株)

（光部素材技術）⑪（量⼦コンピュータ間接続技術）⑨

担当企業︓
LQUOM(株)、三菱電機(株)

最終目標︓
ミドルウェア︓開発したミドルウェア等により可能になる機能が研究開発開始時点で普及している類似の製品と⽐較して⼗分な優位性があること、もしくは2030年頃の量⼦コン

ピュータ性能を仮定した時に開発したミドルウェア等による計算性能が産業化に⼗分なものであること等を量⼦コンピュータ実機や大型GPUコンピュータへの接続な
どを通じて検証すること。

現在の進捗︓各テーマの契約締結・交付決定が完了し、原理検証や必要機材の選定・調達、設計検討などが開始されたところ。
※遅延発⽣時の対応︓現時点で目⽴った遅延は発生していない
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３ー３．研究開発計画① 進捗状況 評価項目３

研究開発計画︓（g5-3）量⼦コンピュータの産業化のためのミドルウェア開発

【3項目全16テーマ】
前倒し ︓0
計画通り ︓16
遅延 ︓0
今後着手 ︓0

2027年度2026年度2025年度研究開発項目毎の進捗概要ステータス担当企業
量⼦誤り訂正および緩和手法のデータ駆動型開発を加速する共通データスキーマ規格と
エミュレーション基盤の構築計画通りJij⑮M

W ＡＩ・量⼦共通基盤技術計画通りセック、KDDI⑯

凡例︓ ︓計画
︓実績

① ②

担当企業︓
(株)Jij

共同研究先︓
産業技術総合研究所

担当企業︓
KDDI(株)、(株)セック

共同研究先︓
(株)KDDI総合研究所、産業技術総合研究所、
早稲⽥大学、慶應義塾大学、大阪大学、芝浦工業大学、
(株)Jij、(株)QunaSys



最終目標︓
人材育成︓量⼦コンピュータの産業化の実現に不可⽋な人材の育成を目指して、育成スキーム等の構築と実際の育成事業を実施する。

現在の進捗︓各テーマの契約締結・交付決定が完了し、育成事業が開始されたところ。
※遅延発⽣時の対応︓現時点で目⽴った遅延は発生していない
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３ー３．研究開発計画① 進捗状況 評価項目３

研究開発計画︓④（b-1）専門分野の多様性を重視したトップ人材の育成

【全5テーマ】
前倒し ︓0
計画通り ︓5
遅延 ︓0
今後着手 ︓0

凡例︓ ︓計画
︓実績

2027年度2026年度2025年度研究開発項目毎の進捗概要ステータス担当企業
量⼦システムソフトウェア・ミドルウェアエンジニア育成プラットフォーム計画通り大阪大学①

人
材
育
成

量⼦コンピュータ領域における非ハードウェア開発のための人材育成計画通りOIST②
量⼦アプリケーション開発を牽引する⾼度量⼦人材の育成計画通り早稲⽥大学、Quanmatic③

素材産業におけるFTQC利活⽤のための人材育成計画通り東京大学、三菱ケミカル④

ゲート型量⼦コンピュータのアルゴリズム開発が可能なハイエンド人材の育成計画通りQuemix⑤

受講者︓
大学２年生以上（大学院生を含む）、
若手研究者、技術者及び産業人材

①

受講者︓
・開発リーダー4名
・参加企業（のべ10社）

②

受講者︓
会社、大学・研究機関等、
学生、社会人 累計30名

③

受講者︓
・受講学生38名
・FTQC講義参加者80名超
・産業界展開20社

④

受講者︓
・学生、社会人、専門人材育成60名
・即戦⼒人材育成10名
・産業化加速30名

⑤
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３ー３．研究開発計画② 進捗管理 評価項目３

■採択課題の進捗管理
• 全ての採択案件に対し、NEDOが進捗管理を⾏い、毎年実績報告書の提出（※委託事業の場合は中間年報（成果報告書）も提出）を求める。
• 研究開発推進委員会や報告会の開催、ヒアリング（個別課題ごとの面談）、サイトビジット（研究実施場所における実際の研究状況の確認）等を通じて、

進捗状況の確認と目標達成に向けたアクションプランの検討を⾏う。
• 進捗状況やステージゲート審査の結果などにより、事業計画の⾒直しや中止（早期終了）等を⾏うことがある。

■中間評価・終了時評価等
• 情勢の変化や進捗状況等を把握し、事業の計画変更の要否確認、予算等の資源配分の意思決定を⾏うために、中間評価を3年程度ごとに実施する。
• 評価結果によっては、事業計画の⾒直しや中止（早期終了）等を⾏うことがある。
• 目標の達成状況や成果、目標設定や工程表の妥当性等を把握し、後継事業の発展へ活⽤するため、さらには最終的な目標である社会実装に向けた取り組みに

繋げるため、事業終了時に終了時評価を実施する。

■成果報告会等での発表
• 本事業の成果報告の⼀環として、NEDOが主催する公開又は非公開の成果報告会等での発表を求めることがある。
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３ー３．研究開発計画③
継続・中止の判断の要件・ステージゲート方式の妥当性

評価項目３

• 国が定める「ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業 研究開発計画」に基づき、事業期間の中間地点において
事業期間後半の実施可否等を判断すべくステージゲート審査を実施。

• 外部有識者で構成される委員会において、①事前の書面審査、②当日の事業者プレゼンと質疑応答および総合討議による
審査の２段階で、下記の観点で審査を実施。

• ステージゲート審査を通過しなかった開発テーマについては、審査後３か月を目途に研究開発終了。

• 当該審査を通過した開発テーマについても、必要に応じ、研究開発の加速・縮小、実施体制の変更（例︓再構築、統合等）、
実施形態の変更等の継続条件を付す場合あり。

※ 評価の平均が「不⼗分な内容である」に満たない（合計点が40点未満）場合は、
原則研究開発終了対象とする。

評価の平均が「標準的な内容である」に満たない（合計点が60点未満）場合は、
特記事項を踏まえて研究開発継続可否を検討する。
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（特許・論⽂・発表リスト）
評価項目３

■国内特許︓1件
・出願番号︓特願2026-029039、出願国︓国内、出願日︓2026年2月26日、名称︓集光点形成装置及び集光点形成＠三菱電機

■論⽂︓2件
・タイトル︓QUBO Simplification by Singular Value Decomposition and Coefficient Elimination for Ising Machines

掲載先︓IEEE Access ＠早稲⽥大学
・タイトル︓Investigation of Automated Design of Quantum Circuits for Imaginary Time Evolution Methods Using Deep Reinforcement Learning

掲載先︓IEEE Transactions on Quantum Engineering ＠芝浦工業大学

■発表︓4件
・発表先︓量⼦ソフト研究会、題目︓超伝導量⼦コンピュータにおける複数ゲート並列実⾏時のエラー特性を考慮したゲートスケジューラの設計＠NanoQT
・発表先︓情報処理学会、題目︓量⼦古典ハイブリッドファインチューニングを適⽤したLLMの構築と評価＠KDDI
・発表先︓SSKセミナー講演、題目︓量⼦技術⺠主化に向けたKDDIの挑戦〜AI・量⼦共通基盤技術の取り組み〜＠KDDI
・発表先︓情報処理学会、題目︓研究発表会（量⼦ソフトウェア分野）＠早稲⽥大学、Quanmatic


